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吹田市生活困窮者就労準備支援業務仕様書 

 

１ 業務名称 

吹田市生活困窮者就労準備支援業務 

 

２ 実施期間 

令和３年４月１日から令和６年３月３１日まで 

 

３ 事業目的 

  就労に向けた準備が整っていない生活困窮者及び生活保護受給者に対して、一般就労

に従事する準備としての基礎能力の形成を計画的かつ一貫して支援することにより、生

活困窮者及び生活保護受給者の就労及び自立の促進を図ることを目的とする。 

 

４ 業務の履行日 

  履行日は、原則として、土曜日、日曜日、国民の祝日に関する法律に規定する休日及

び１２月２９日から１月３日までを除く毎日とする。 

 

５ 業務の実施場所 

  受託者は相談及び本業務を円滑に実施できる就労準備支援のための事業所（以下「就

労準備支援事業所」という。）を市内に設置し、本業務を実施する。 

  なお、就労体験等についてはこの限りではない。 

 

６ 実施規模 

  定員は１５名とする。 

 

７ 対象者 

本事業の対象者は、市内に居住し、本事業の利用を申請した日（以下「申請日」とい

う）において、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

(1)  次のいずれにも該当するものであること。 

ア 申請日の属する月における当該生活困窮者及び当該生活困窮者と同一の世帯に

属する者の収入の額を合算した額が、申請日の属する年度（申請日の属する月が４

月から６月までの場合にあっては、前年度）分の市民税を課されていない者の収入

の額を１２で除して得た額（以下「基準額」という。）及び生活保護の住宅扶助基

準に基づく額を合算した額以下である生活困窮者 

イ 申請日における当該生活困窮者及び当該生活困窮者と同一の世帯に属する者の

所有する金融資産の合計額が、基準額に６を乗じて得た額以下であること。 
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(2) 前号に該当するものに準ずるものとして、次のいずれかに該当するものであるこ

と。 

 ア 前号ア又はイに規定する額のうち、把握することが困難なものがあること。 

 イ 前号に該当しないものであって、前号ア又はイに該当するものとなるおそれが 

  あること。 

 ウ  市長が本事業による支援が必要と認める者であること。 

(3)  生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第１項に規定する被保護者のう

ち、高等学校在学や、傷病、障がい等の事由のため、吹田市福祉事務所長が就労困

難と判断する以外の者であって、日常生活習慣、基礎技能等を習得することにより

就労が見込まれる者であること。 

 

８ 業務内容 

 本事業の内容は次のとおりとする。 

(1) 支援内容 

本事業は、受託者が作成する就労準備支援プログラムに基づき、日常生活自立に関す 

る支援、社会生活自立に関する支援、就労自立に関する支援を対象者の状況に応じて

行う。 

ア 就労準備支援プログラムの作成・見直し 

支援を効果的・効率的に実施するため、対象者が抱える課題や支援の目標・具体

的内容を記載した就労準備支援プログラムを作成する。就労準備支援プログラムは、

支援の実施状況を踏まえ、適宜見直しを行う。 

就労準備支援プログラムの期間は、原則として３か月間とし、必要に応じて原則

３か月ごとの延長を可能とし、最長は１年を超えない期間までとする。 

イ 就労準備支援プログラムに基づく支援 

(ア) 日常生活自立に関する支援 

生活習慣の形成を促すため、うがい・手洗いや規則正しい起床・就寝、バラン

スのとれた食事の摂取、適切な身だしなみに関する助言・指導等を行う。 

(イ)  社会生活自立に関する支援 

社会的能力の形成を促すため、あいさつの励行等、基本的なコミュニケーショ

ン能力の形成に向けた支援や地域の事業所での職場見学、ボランティア活動等を

行う。 

(ウ) 就労自立に関する支援 

一般就労に向けた技法や知識の習得等を促すため、実際の職場での就労体験の

機会の提供やビジネスマナー講習、キャリア・コンサルティング、模擬面接、履

歴書の作成指導等を行う。なお、就労体験は、実習等の形態により軽易な作業に

従事するものであり、雇用契約を伴わないものとする。 
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ウ 交通費の支給対象となる対象者が参加した場合、交通経路や交通手段の確認を行

い、参加を証明したうえでとりまとめ、当月分を翌月１０日までに市へ提出するこ

と。 

エ 支援の実施方式  

就労準備支援事業所においてセミナー等を実施する通所方式を基本とする。 

また、就労体験等の実施にあたっては、就労準備支援事業所のほか、市又は近隣

市における協力企業等において実施することができる。 

なお、対象者の生活状況に問題がある等の理由により通所が困難な場合は、電話 

や必要に応じて家庭訪問を行って対象者の状況把握と事業継続のための支援を行う

ものとする。 

   オ 受託者は、パンフレット、ポスター、ホームページ等による広報活動を行うこと。 

また、広報活動の手段や内容については、本市と協議の上、決定すること。 

なお、関係機関等と連携し支援に取り組むとともに、就労体験やグループ活動等

を行うに当たり、対象者のニーズに応じて新たな協力事業所の開拓を行うこと。 

カ ひきこもり状態にある対象者へのアウトリーチの支援等について、市及び関係機

関と連携しながら、対応していくこと。 

 

９ 人員配置 

(1) 配置職員 

就労準備支援を行う支援員（以下「支援専門員」という。）は、原則として厚生労

働省が実施する養成研修を受講し、修了証を受けた者とする。 

ただし、上記の条件を満たす者がいない場合は、キャリアコンサルタント、産業カ

ウンセラー等の資格を有する者や就労支援業務に従事した経験のある者など、本事業

を適切に実施できる者を配置し、養成研修の募集があった場合には、当該研修の申し

込みを行い、受講可能となった場合には受講し終了証を受けること。 

(2) 配置基準 

支援専門員は１名以上配置し、そのうち１名は事業の責任者として常勤とすること。 

 

１０ 実施手順 

   支援専門員は、吹田市生活困窮者自立支援センターの支援調整会議を経て、市が本

事業の利用を決定した場合、又は、吹田市福祉事務所の選定会議で本事業の利用が決

定した場合、対象者に対する就労準備支援について、以下の手順で実施する。 

なお、支援にあたっては、必要に応じて吹田市生活困窮者自立支援センターが行う

アセスメント、自立支援プラン作成、支援調整会議や、吹田市福祉事務所の選定会議

の段階から情報共有し、連携する等、早期かつ柔軟な対応を行うものとする。 

(1)  利用同意 
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市は、本事業による支援の開始及び個人情報に関する同意を得るため、対象者から就

労準備支援事業 参加申込書兼同意書（様式第１号）の提出を受ける。なお、対象者

が生活困窮者の場合は就労準備支援事業 収入資産申告書（様式第２号）の提出も受

ける。 

(2) 利用開始 

市は、就労準備支援事業の利用決定者に就労準備支援事業 支援提供通知書（様式

第３号）を送付する。また、就労準備支援事業 対象者情報連絡表（様式第４号）を

支援専門員に提供するともに、初回には市の担当者、対象者、支援専門員で面談を行

うことにより、情報の共有化を図る。 

(3) アセスメント 

支援専門員は、アセスメントにより、対象者が抱える課題の分析・把握を行った上

で、支援の方向性を検討する。 

(4) 計画書作成 

支援専門員は、支援目標及び支援内容の設定を行い、吹田市生活困窮者自立支援セ

ンターが作成した自立支援プランとは別に、就労準備支援プログラム【計画書】（様

式第５号。以下「【計画書】」という。）を作成する。なお、【計画書】の作成にあた

っては、その内容を本人に提示し、同意を得るものとする。 

(5)  支援の提供 

支援専門員は、プラン及び【計画書】に基づき支援を行う。また、支援専門員は、

支援開始後も、常に市と連携し、対象者の状況把握に努める。 

(6) 評価書作成 

支援専門員は、支援経過の記録及び支援実施後の評価を行うため、就労準備支援

プログラム【評価書】（様式第６号。以下「【評価書】」という。）及び就労準備

支援事業 【チェックリスト】（様式第７号。以下「【チェックリスト】」という。）

を作成するとともに、市へ報告を行う。なお、【評価書】及びチェックリストによ

る評価は、少なくとも１か月ごとに行い、必要に応じて、【計画書】の見直しを行

う。 

(7) 支援の終了と評価 

支援結果に応じて、次のとおり対応する。なお、支援終了時は、【評価書】を作成

し、評価及び本人の振り返りを行う。 

ア 支援期間中に対象者が就職した場合は、原則として本事業による支援を終了

する。ただし、就職後の就労継続のための定着支援や、短時間・日数勤務等の

就職によりフルタイム就労や増収等に向けたフォローアップの必要がある場合

等については、市と調整の上、本事業による支援を継続することができる。 

イ 支援期間は１年に満たないが、就労に向けた準備が整った場合は、本人の状況

や意向を踏まえ、市へ引き継ぐか、本事業による支援を継続するか検討し、適切
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な支援を行う。 

ウ 支援期間が１年を超える場合は、本事業による支援を終了し、本人の状況や意

向を踏まえ、市へ引き継ぐ。市においては、就労支援員、就労支援専門員による

支援や他のアプローチを検討する。 

 

１１ 安全確保等  

(1) 本事業を実施するにあたっては、対象者の安全について配慮し、適当な損害賠償

保険等に加入するとともに、市との連絡体制を整えること。対象者が、本事業中に

事故に遭った場合は、必要な措置を講じるとともに、その状況及びその事故に際し

て採った処置について記録し、速やかに市に報告すること。 

(2) 非常災害時に対応するため、非常災害時の対応についてマニュアルを作成し、非

常災害時の関係機関への通報体制及び連携体制を整備し、それらを定期的に従事者

に周知すること。 

(3) 国が示す、新型コロナウイルス感染症に関する情報や通知を踏まえ、感染防止に

ついてのマニュアルを作成し、対応すること。 

新型コロナウイルス感染症等の感染拡大の状況等を踏まえ、換気、消毒、マスク

の着用、従事者及び対象者の日常の健康管理について、必要な措置を講じること。 

 

１２ 苦情対応等 

本事業を実施する上で、対象者等からの苦情、トラブル等について対応するため、

苦情、トラブル等に関するマニュアルを作成すること。なお、苦情、トラブル等につ

いては、原則として受託者において対応を行い、その内容、対応策を記録し、速やか

に市に報告すること。  

 

１３ 事業経費 

本事業を契約するにあたり、仕様書及び関係書類の内容を踏まえ、受託者が見積書

を作成し、市に提出することとする。 

 

１４ 守秘義務 

受託者、その役員、従事者及び従事者であった者は、本業務を執行する上で知り得

た事項を漏らしてはならない。なお、守秘義務については委託業務が終了した場合に

おいても同様とする。 

 

１５ 個人情報の保護 

個人情報の取扱いについては、吹田市個人情報保護条例（平成１４年３月２９日条

例第７号）に基づき、その取扱いについて、十分留意し、個人情報の保護に努めるこ
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と。 

   

１６ 事業報告 

市は、以下の各号に掲げる事項について、当月分を翌月１０日までに受託事業者か

ら報告を受けるものとする。 

なお、様式第５号、第６号、第７号の変更は市と協議のうえ可能とする。 

(1) 就労準備支援プログラム【計画書】（様式第５号） 

(2) 就労準備支援プログラム【評価書】（様式第６号） 

(3)  就労準備支援【チェックリスト】（様式第７号） 

(4) その他本業務の実施に必要な書類 

 

１７ 委託業務の引継ぎ 

受託者は令和３年４月からの運営業務が円滑に実施可能となるように、市並びに前

委託事業者から、引継ぎを受けること。 

また、委託期間終了後においても同様に、次の委託事業者と円滑に引継ぎを行うこ

と。 

 

１８ 委託料の支払い 

   業務委託料の支払いは月払いとし、履行の翌月以降、受託者の請求に応じて、請求

書を受理した日から３０日以内に支払うものとする。支払いについては、当該年度の

委託料総額を契約期間の月数で均等に分割し、千円未満に端数が生じた場合は、年度

の最初に支払うものとする。 

 

１９ 業務の適正実施 

   受託者は、業務の執行にあたり、次に掲げる事項を遵守すること。 

(1) 再委託の禁止 

   受託者は、業務の全部を第三者に再委託することはできない。ただし、事業を効

率的に行う上で必要と思われる一部の業務について第三者に再委託する場合は、あ

らかじめ文書にて申し出て市の了承を得ること。 

(2) 経理処理 

     経理処理にあたっては、次の点に留意すること。 

    ア 受託者は、本事業に係る経理処理について、他の経理処理と明確に区別した会

計帳簿を備え、経費の使途を明らかにしておくこと。  

    イ 受託者は、経理にあたってその支出の内容を証する書類を整備し、会計帳簿と

ともに事業の完了した日の属する年度の終了後５年間、市の要求があったときは、

いつでも閲覧に供することができるように保存しておくこと。 
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２０ その他 

(1) 本事業の運用にあたり、この仕様書に定めのない事項については、国が定める「就

労準備支援事業の手引き」、その他の関係法令に基づき、実施する。 

(2) 就労体験の利用者は、雇用契約を伴わないため労働基準関係法令の適用対象外と

なるが、安全衛生面、災害補償面については、一般労働者の取扱いも踏まえた適切

な配慮を行うものとする。特に、災害補償面については、利用者が就労体験中に被

災した場合に備え、適切な保険に加入するものとする。 

なお、保険については、補償内容や有効期間が分かる保険証書等の写しを提出しな

ければならない。 

(3) 工賃は、事業費から支出しないものとする。 

(4) 本仕様書に定めの無い事項又は業務遂行上疑義が生じた場合は、市と協議のうえ

業務を進めるものとする。 



                                 （様式第１号） 

                              

 

 

就労準備支援事業 参加申込書兼同意書 

 

 

吹田市長 宛 

 

 

 

１ 私は、就労準備支援事業への参加を申し込みます。 

 

２ 同事業へ参加するにあたり、吹田市と受託事業者の間で私と世帯の個人情

報を共有することに同意します。 

 

 

             令和  年  月  日 

 

住  所 

 

電話番号 

 

 

参加者 

ふりがな 

氏  名                           ㊞ 



（様式第２号） 

                                   

就労準備支援事業 収入資産申告書 

 

ふりがな  

生年月日 

□大正  □昭和  □平成 

  年  月  日 

         （   ）歳 氏名  

住所  

申
立
事
項 

 

 

申請者及び申請者と同一の世帯に属する者の収入及び預貯金が次のとおりであること 

ふりがな      

合計 

氏名   
 

  

続柄      

生年月

日 
  

 

  

収入金額 

（月額） 
円 円 

 

円 円 円 

預貯金等 

の金額 
円 円 

 
円 円 円 

  ※申請（申込）日の属する月の収入が確実に推計できる場合はその額を、月により変動があるとき

は収入の確定している直近３か月間の平均収入を記載する。失業等給付、児童扶養手当等各種手当

も合算する。 

 

 

 就労準備支援事業の参加申込を行うにあたり、私及び私と同一世帯に属する者の収入及び資産の申立

をします。 

 上記申立事項に相違なく、私の個人情報が就労準備支援事業の利用に必要となる範囲において吹田市

で利用されることについて了承します。 

 

 

 吹 田 市 長 宛 

 

 

                     令和    年   月   日 

 

 

申請者氏名                ㊞ 

 

 

 

 

 

 



   （様式第 3 号） 

                      

令和  年  月  日 

                         （   年） 

 様 

吹 田 市 長  

 

 

 

 

就労準備支援事業 支援提供通知書 

 

生活困窮者自立支援法（平成25年法律第105号）に基づく事業の実施について、下

記のとおり行われることにつき確認しましたので、通知します。 

 

記 

 

１ 氏   名  

２ 生 年 月 日  

３ 住   所  

４ 支援内容等 
就労準備支援事業 

（利用決定日：           ） 

５ 特記事項等 

 

 

 

 



記入年月日

記入者名

年　月 事　　項

結果 時期

ＣＷからみた本人の課題など

裏面に続く

心身の状況（病気や怪我）

生活歴（おもだったものを記入）

求職活動（直近のもの） 職種

職歴（新しい順に記入のこと）

会社名 所在地 おもな業務内容 勤務期間

5

4

3

2

関係 職業など

1

世帯構成 氏　　名 年齢

（様式第4号）

住　　所 電話番号

ふりがな

氏　　名

性　別 生年月日

就労準備支援事業　対象者情報連絡表



（様式第 5号） 

                                                      

就労準備支援プログラム【計画書】 

作 成 日 令和   年   月   日 担当  

ふりがな  
生年

月日 
    年   月   日   

氏  名  

支援期間 令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日 支 援 回 数 回 

 

本人の目標 
 

 

 

支援開始時における本人の状況と課題 

①日常生活

自立 

 

 

②社会生活

自立 

 

 

③就労自立 
 

 

 

総合的な支

援の方針 

 

 

 

長期目標（期間） 短期目標 
具体的な支援内容 

支援内容（支援メニュー） 期間 

    

   

   

    

   

   

    

   

   

    

   

   

 



週間計画表（通所日数   日/週） 

 午前（9時～12時） 午後（13時～15時 30分） 備考 

月 
 

 
 

 

火 
 

 
 

 

水 
 

 
 

 

木 
 

 
 

 

金 
 

 
 

 

その他 
 

 
 

 

 

 確認書 

 

 支援は、吹田市生活困窮者就労準備支援事業「支援準備支援プログラム【計画書】」のとおり 

実施します。 

 

 上記事項を確認の上、吹田市生活困窮者就労準備支援事業に参加します。 

                  令和   年   月   日 

    利用者 

                  署名                印 

 

 上記事項の通り、吹田市生活困窮者就労準備支援事業を実施します。 

                  令和   年   月   日 

    受託者 

                  署名                印 

 

 

 



（様式第 6号） 

                                                     

就労準備支援プログラム【評価書】 

作 成 日 令和  年  月  日 

担 当 者  

 

ふりがな  
生年

月日 
  年  月  日   

氏名  

支援期間 令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日 通所日数 
 

     日 

 

１ 短期目標の評価 

短期目標 
支援内容 

（支援メニュー） 

本人記入 担当者記入 

振り返り 
評価

（a） 

評価（本人と調整のう

え記入） 

評価

（b） 

  

 

    

 

 

    

 

 

    

  

 

    

 

 

    

 

 

    

  

 

    

 

 

    

 

 

    

＊評価(a)は、利用者の満足度を４段階で評価（４.満足、３.どちらかといえば満足、２.どちらかといえば不満、１.不満） 

＊評価(b)は、利用者の達成度を４段階で評価（４.できた、３.どちらかといえばできた、２.どちらかといえばできなか

った、１.できなかった） 

 



２ 目標の達成状況 

 

３ チェックリストの状況 

（1）計画作成時の状況 開始時；令和  年  月  日 

 初回 2回目（ 月） 3回目（  月） 4回目（  月） 

①日常生活自立（50）     

②社会生活自立（50）     

③就労自立（50）     

合計（150）     

（２）担当者による計画の評価 

 １回目（  月末） ２回目（  月末） ３回目（  月末） 

①日常生活自立（50）    

②社会生活自立（50）    

③就労自立（50）    

合計（150）    

 

４ 就労体験の状況 

就労体験の状況  

 

就職活動の状況  

 

 

５ 意見等 

本人の意見 

（本人記入） 

 

 

 

 

 

担当者の意見 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標の達成状況 

 

 

見られた変化 

 

 

現在の状況と残

された課題 

 



（様式第７号）

作成日

1 2 3 4 5

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

0/50
0/50
0/50

0/150

②
社
会
生
活
自
立

鉄道やバスを利用することができる。

他者との会話を楽しむことができる。

困難なことがあっても前向きに考えることができる。

①
日
常
生
活
自
立

遅刻や休む場合に連絡ができている。

朝から通うことができている。

部屋（自宅）の整理整頓ができている。

これまでどんな仕事をしてきたか説明できる。

金銭管理ができている。

あいさつがきちんとできている。

適切な言葉づかいで会話ができている。

わからないことはきちんと質問できる。

③
就
労
自
立

＊1．あてはまらない、2．あまりあてはまらない、3．どちらともいえない、4．ややあてはまる、5．あてはまる

（携帯）電話を所持し、的確に操作できる。

就労への意欲（自信）がある。

働くうえで、自分の事について配慮が必要な事項をきちん
と伝えることができる。
どのような労働条件（仕事内容・賃金・労働時間など）で
仕事したいか説明できる。

一年後にこうありたい自分のイメージができている。

作業に集中して取り組むことができている。

作業に関しての報告や相談ができている。

丁寧に作業に取り組むことができている。

何度も説明を受ける事なく、作業効率の向上が図られてい
る。

作業以外の働く環境（就労体験など）に慣れている。

就労準備支援事業　【チェックリスト】

遅刻や休まずに通うことができている。

記入者

利用者

規則正しい生活ができている。

しっかりと睡眠がとれている。

令和   年　　月分

バランスのよい食事がとれている。

評　　　価
項　　　　　　　　　目 備　　考

健康な状態である（通院・服薬ができている）。

身だしなみがきちんとできている（洗濯、爪切り等）。

②社会

③就労

合計

①日常

他者と協力して何かをすることができている。

他者の助言に素直に耳を傾けることができる。

自分の考えを他者に伝えることができる。


